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札幌市議会第一部予算特別委員会記録（第２号） 

令和７年（2025年）３月３日（月曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 32人（欠は欠席者） 

    委 員 長  村  山  拓  司       副 委 員 長  小  口  智  久   

    委   員  三  上  洋  右     欠 委   員  勝  木  勇  人   

    委   員  五十嵐  徳  美       委   員  長  内  直  也   

    委   員  佐々木  みつこ       委   員  こじま  ゆ  み   

    委   員  中  川  賢  一       委   員  村  松  叶  啓   

    委   員  三  神  英  彦       委   員  山  田  洋  聡   

    委   員  和  田  勝  也       委   員  小  野  正  美   

    委   員  ふじわら  広  昭       委   員  しのだ  江里子   

    委   員  林     清  治       委   員  松  原  淳  二   

    委   員  うるしはら  直  子       委   員  たけのうち  有  美   

    委   員  おんむら  健 太 郎       委   員  定  森    光   

    委   員  國  安  政  典       委   員  森  山  由美子   

    委   員  竹  内  孝  代       委   員  熊  谷  誠  一   

    委   員  太  田  秀  子       委   員  田  中  啓  介   

    委   員  吉  岡  弘  子       委   員  坂  元  みちたか   

    委   員  波  田  大  専       委   員  成  田  祐  樹   

    委   員  米  倉  みな子 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 会 午後１時 

    ―――――――――――――― 

●村山拓司委員長  ただいまから、第一部予算

特別委員会を開会いたします。 

 報告事項でありますが、勝木委員からは欠席す

る旨、前川委員からは森山委員と交代する旨、届

出がありました。 

 それでは、議事に入ります。 

 最初に、審査日程の変更についてお諮りいたし

ます。 

 ２月28日の本会議におきまして、札幌市誰もが

つながり合う共生のまちづくり条例案に関する陳

情第49号、第50号、第52号から56号、第58号から

第60号、第62号から第75号、第77号から第82号、

第84号から第89号、第92号から第116号、第118号

から第141号、第143号から第152号、第154号から

第161号及び第163号から第167号の108件が本委員

会に付託されました。 

 つきましては、各位に配付の日程案のとおり審

査日程を変更することにご異議ございませんか。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

●村山拓司委員長  異議なしと認め、審査日程

は案のとおり変更されました。 

次に、審査方法について確認いたします。 

質疑者、討論者及び答弁者は、起立して発言

すること、答弁を行う部長及び課長は冒頭に職及

び氏名を名のってから発言すること、なお、同一

委員への答弁が続く場合は、最初だけでよいこと

とします。 

また、質疑及び答弁は簡潔を旨とし、前置き

などは極力省き、内容の重複等も避けながら、定

められた審査日程のとおり進めることのできるよ
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うご協力をお願いいたします。 

それでは、議案第１号 令和７年度札幌市一

般会計予算中関係分ほか、付託議案18件及び札幌

市誰もがつながり合う共生のまちづくり条例案に

関する陳情108件を議題といたします。 

最初に、令和７年度札幌市一般会計予算中、

歳入うち一般財源、第２款 総務費 第１項 総

務管理費中会計室及び財政局関係分、第３項 税

務費、第９款 公債費 第１項 公債費、第10款 

諸支出金 第１項 財産取得費、第２項 他会計

繰出金中財政局関係分、第12款 予備費 第１項 

予備費、議案第８号 令和７年度札幌市基金会計

予算及び議案第９号 令和７年度札幌市公債会計

予算について、一括して質疑を行います。 

●中川賢一委員  本委員会、最初の質疑でござ

いますので、簡潔に進めたいと思いますのでよろ

しくお願いします。 

私からは、建設工事におきます最低制限価格

の引上げについてご質問させていただきます。 

さきの令和７年第１回定例市議会にて、我が

会派は、代表質問の中で、建設工事の入札契約制

度の検討状況について、市長の考えをただしまし

た。 

それに対しまして、建設業のコスト構造の変

化に早急に対応すべく、最低制限価格の引上げを

行うといった旨の答弁がなされたところでござい

ます。 

昨今の建設業界の状況を鑑みますと、ＩＣＴ

分野の人材確保・育成や新技術の導入など、持続

可能な企業経営に必要となる経費負担が大変増大

しており、厳しい経営環境への対策として、最低

制限価格の引上げを求める声は大変深刻なものと

なってございましたので、市長に最低制限価格の

引上げを行うとご決断いただいたことは、様々な

コストの増加により厳しい経営環境に置かれてい

る地元の建設業界の要望を真摯に受け止めていた

だいたものであると、我が会派では評価をしたい

と思います。 

さきの答弁では、ここ数年で新たに経常的な

コスト増となった項目があるとの認識が示されま

したが、この認識に基づき、建設工事の最低制限

価格の算定において、具体的にどのような内容の

引上げを行うのか、まずお伺いしたいと思いま

す。 

●北川管財部長  最低制限価格の引上げ内容に

ついてお答えをいたします。 

工事価格を構成する直接工事費、共通仮設費、

現場管理費、一般管理費等の四つの項目のうち、

人材の確保・教育やＤＸ関連にかかるコストが含

まれます一般管理費等について、最低制限価格の

算入率の引上げを行うものでございます。 

具体的には、本市の現行の一般管理費等の算

入率は、国や道の68％に比べ、２ポイント高い

70％となっておりますけれども、これをさらに５

ポイント引き上げ、75％とすることとして準備を

進めているところでございます。 

また、この引上げによりまして、最低制限価

格の設定上限に達する件数が増加することが見込

まれることから、現行の国や道と同じ92％の最低

制限価格の設定上限を94％に引き上げることとし

て準備を進めているところでございます。 

●中川賢一委員  ご答弁ありがとうございま

す。 

 最低制限価格の引上げにつきましては、一般管

理費等における算定割合を５％引き上げて75％に

すると、そして、最低制限価格の設定範囲の上限

を92％から94％へ引き上げるというご答弁でござ

いました。企業の建設負担の増加をご考慮いただ

いた対応ではないかというふうに受け止めさせて

いただきたいと思います。 

担い手不足が昨今著しい建設業界におきまし

て、人材確保や教育のためのコスト、人材不足を

補うための生産性向上に必要なＤＸ関連などの経

費の増加は企業にとっても大変大きな負担でござ

いまして、これらのことは中小企業において特に

深刻でございます。そういったことから、工事の

規模や種類、企業の規模などにかかわらず、引上

げの効果を幅広く工事全体に及ぼす必要があるの
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ではないかというふうに考えます。 

今回の引上げの方針は、中小企業が多くを占

める札幌市の建設業の健全経営に資する極めて重

大な決断でございますことから、市長がご答弁さ

れたとおり、その引上げは、早急に、速やかに対

応なされることが必要かと考えます。 

そこで、次の質問ですが、最低制限価格にお

ける一般管理費等の引上げ並びに最低制限価格の

設定上限の引上げによって得られる効果、これら

についてお伺いしたいと思います。また、引上げ

の具体的な実施時期、これも明らかにしていただ

けるのであれば、伺いたいと思います。 

●北川管財部長  引上げの効果と実施時期につ

いてお答えをいたします。 

先ほどもお答えいたしましたとおり、最低制

限価格における一般管理費等の算入率を70％から

75％に引き上げるとともに、最低制限価格の設定

上限を94％に引き上げることによりまして、工事

全体の平均落札率につきまして、約0.8％の上昇

の効果を見込んでいるところでございます。 

また、最低制限価格の引上げの実施時期につ

きましては、令和７年４月１日以降に入札告示を

行う案件から対象とすることで、準備を進めてい

るところでございます。 

●中川賢一委員  年度当初から速やかに対応し

ていただけるということでございますので、この

点は大いに評価をさせていただきたいと思いま

す。 

先ほども申しましたが、建設業を取り巻く環

境の変化は極めて早い状況下にあり、そして厳し

い状況下にございます。 

今後も引き続き、地域の建設事業者の事業環

境等にしっかりと目を配りまして、丁寧に声を聞

きながら、業界の環境変化に適切な対応をして

いっていただきたいことを強く求めまして、私か

らの質問を終わらせていただきたいと思います。 

ありがとうございました。 

●松原淳二委員  私からは、区役所等での契約

事務誤りについてお伺いいたします。 

先日、報道もありましたが、新たに供用開始

がスタートしました中央区複合庁舎１階区民ホー

ルのバスケットゴール設置業務並びに複数の市有

施設の機械警備業務において、連続して契約事務

の誤りが判明しております。いずれも札幌市側の

ミスによるもので、本来であれば落札者となるべ

き事業者とは別な事業者が落札し、契約してしま

うという結果を招いており、札幌市の契約の信頼

性を損ねる事態となったことは遺憾に感じており

ます。 

そこでまず確認をいたしますが、契約事務の

統括部門である管財部として、これら契約事務の

誤りが発生した原因をどのように認識しているの

かお伺いいたします。 

●北川管財部長  契約事務の誤りが発生した原

因についてお答えをいたします。 

最初の中央区複合庁舎の契約では、落札決定

の審査の際に、当初設定をいたしました中小企業

限定という入札参加資格条件の確認漏れが原因と

考えております。 

次に、区役所等の機械警備業務の契約では２

点ありまして、一つ目は、今年度から最低制限価

格算定方法の改正をしていたところですが、今回

誤った三つの課では、これを把握しておらず、従

前の算定方法に基づき事務処理がなされ、改正内

容の適用が不徹底であったことが挙げられます。 

二つ目は、落札決定時までに契約事務の各段

階での確認が十分になされていなかったことが原

因と考えられるところでございます。 

●松原淳二委員  落札を決定する際の審査が不

徹底であったことや、制度改正の見直し、こう

いったことが徹底されていなかったということで、

非常に残念に思います。基本的な事項の確認が十

分行われていなかったと言わざるを得ないと考え

ます。 

また、機械警備業務の契約において、この契

約の事務誤りについては、デジタル戦略推進局並

びに東区、手稲区で発生しております。さらに、

東区、手稲区については、それぞれ総務企画課と
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地域振興課で発生していると聞いております。 

このように、局や区、課など広範にわたって

このような事象が発生しているということであり

ますので、通達等で行われた指示が、やはり浸透、

徹底されていないといったことが露呈された案件

だと認識をしております。 

契約を目指して入札に参加している各事業者

への影響も考えると、確認していなかったでは済

まされない、今後も大きく不安を残すことと考え

ます。 

そこで質問しますが、これらの原因を踏ま

え、どのように再発防止を図っていくのかお伺い

いたします。 

●北川管財部長  再発防止策についてお答えを

いたします。 

今回の誤りの、参加資格の確認漏れと最低制

限価格算定誤りにつきましては、それぞれ適正な

事務処理方法や留意事項について、全庁に通知を

したところでございます。 

通知では、制度の再徹底はもとより、業務で

用いる契約基本システムでの具体的な確認手法な

ども指示をしたところでございます。あわせまし

て、契約事務の各段階での確認の徹底を求めたと

ころでございます。先月下旬には、同様の契約が

多い区役所各課を対象に、事務処理の留意点につ

いて臨時の契約事務説明会を行ったところでござ

います。また、６月には契約事務研修を行うとと

もに、全庁の実務担当者を対象に改めて説明会を

実施し、再発防止を図ることといたしたいと考え

てございます。 

●松原淳二委員  今、事務処理の通知や研修と

いったことで制度の周知徹底を図っていくという

こと、これらについては当然の話かと思います。

そして、再発防止として、各段階での確認の徹底

を図るということについても、これ自体、決して

否定するものではありませんし、やって当然とい

うところがあろうかと思います。 

やはり、基本動作として、これらをしっかり

徹底を図っていただくということは実行していた

だきたいと思いますが、しかし、規程に基づき正

しく確認されているのか、また、確認する側が漏

れなく確認をしているのかというところまでしっ

かり徹底をしていかなければ、このようなチェッ

クとしては不十分と考えます。 

再発防止策でよく出ますダブルチェックとい

う手法もありますが、２人が順にチェックしたと

しても、必要なことを間違いなく確認するといっ

たことが行われなければ、結果的にはダブル

チェックも無用のものとなってしまいます。結局、

確認は機能していないということにつながりかね

ません。 

そこで質問しますが、確実にこれらの改善が

実行される、また、改善が図られるために、例え

ばチェックリストを設けるなど、さらに踏み込ん

で実効的な対策を管財部として行うべきと考えま

すが、どのように考えるかお伺いいたします。 

●北川管財部長  実効的な対策についてどのよ

うに考えるかということで、お答えをしたいと思

います。 

このたび、連続して契約事務の誤りが発生し

たことから、管財部といたしましても、より実効

的な対策が必要であると考えているところでござ

います。入札における公告時や参加資格の審査時

において、確認が必要な制度や重要な事項を漏れ

なく整理したチェックリストを作成し、活用を

図ってまいりたいと考えてございます。 

６月に予定をしております契約事務説明会で

は、そのチェックリストを用いた確認手法につい

て解説し、再度徹底をしてまいりたいと考えてご

ざいます。 

●松原淳二委員  チェックリストの活用なども

含めて、できる対策は全て実施していただいて、

札幌市の契約に対する信頼を損なわないように、

これからも危機感を持って取り組んでいただきた

いと思います。 

加えて、今回連続して発生したこれらの事案

については、機械警備業務の契約事務誤り、これ

らが最初発覚した段階から実態を把握している間、
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その間にバスケットゴールの設置業務の契約誤り

があったというふうに聞いております。 

先ほど聞いたように、これら二つの事象につ

いては、直接的な因果関係といったものは考えづ

らいですけども、市民からしてみれば、札幌市の

連続したミスと受け止められております。 

再発防止には、実態把握は非常に重要であり

ます。それらを行いながら、再発防止といったこ

とはしっかりしていかなければいけませんけども、

発生した事案、事実の周知といったことが遅れる

ことによって、同様の事案を発生することは抑制

できないと考えます。 

やはり、再発防止、そして連続性の防止と

いった、これは両輪で行っていかなければいけま

せん。 

しかし、再発防止、これらの両輪で取り組ん

でいただきたいと思いますが、今、職場では、限

られた人員の中で業務過多となっている職場もあ

ります。ただ単にチェックする、ダブルチェック

が必要だといったことばかりでは、業務が追いつ

いていかないのが実情かと思います。契約事務の

統括部門である管財部として、確実かつ実効的な

指示、指導といったことに資する取組の検討を

しっかり行うよう求めて終わりますけども、これ

からの時期、特に３月、業務繁忙もありますし、

人事異動などもあって不慣れな方が増える、こう

いった時期だからこそ徹底をしていただくことを

最後に申し添えて、私の質問とさせていただきま

す。 

●熊谷誠一委員  私からは公共施設マネジメン

トについて質問させていただきます。 

人口減少が進んだ後の社会を見据えて、公共

施設の整備や管理については時代の変化に即した

対応が必要であり、本市では、総務大臣が要請し

た公共施設等総合管理計画に相当するものとして、

札幌市市有建築物及びインフラ施設等の管理に関

する基本方針を策定し、公共施設マネジメントの

取組を進めていると聞いているところでございま

す。 

公共施設を巡る道内自治体の動きとしては、

岩見沢市において、少子化に伴う税収の減少や、

利用者の固定化、施設の老朽化に伴う維持修繕費

の負担増などから、地域の集会施設について、一

部を建て替えず廃止することになったとの報道が

見られました。 

また、本日の北海道新聞にも大きく取り上げ

ておりましたが、北見市では、令和６年11月に財

政健全化計画が策定され、その中で、数多くの公

共施設の廃止、見直しの方針が示されております。 

こうした事例から、公共施設を計画的に管理

していくことの重要性が感じられるところでござ

います。 

また、他の自治体でも、施設別セグメント分

析を実施し、今後の施設の在り方について検討し

ております。 

そこで、質問でございますけども、本市にお

いて、どのような考え方で公共施設マネジメント

に取り組んでいるのかをお伺いいたします。 

●生野財政部長  公共施設マネジメントの取組

についてお答えをいたします。 

市有施設につきましては、将来的な人口減少

に対応しながらも市民サービスの維持向上を図る

ために、施設の総量の抑制と機能維持の両立に向

けた取組を進めているところです。 

具体的には、計画的な修繕による長寿命化や、

施設の建て替えに当たって必要な機能を統合化、

集約化し、建設事業費やライフサイクルコストを

抑制するなど、関係部局と連携をして取り組んで

いるところです。 

市民の財産であります市有施設をできるだけ

長く安全に利用することができ、かつ将来世代に

過度の負担を残さないようにするために、長期的

視点に立った公共施設マネジメントの取組が必要

であると考えておりまして、物価や建設コストが

高騰する今般の社会情勢におきましては、より一

層、その重要性が増しているものと認識をしてお

ります。 

●熊谷誠一委員  取組の基本的な考え方につい
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ては、人口減少時代に備え、全庁を挙げ、施設総

量の抑制に努めながら、市民サービスの低下とな

らないよう注意していくというような内容であっ

たかと思います。 

そのとおりではございますけども、実際、実

行していくのは難しいのではないかと思うところ

でもございます。また、物価が高騰し、建設コス

トが年々上昇している中で、より重要性が増して

いることについても一定の理解をするところでご

ざいます。 

方向性については、異論はないものの、個別

具体の施設がなくなることについては、様々な意

見が出るであろう難しい課題でございますが、そ

うした考え方に基づいて、公共施設マネジメント

の取組を、毎年度着実に進めていくことが必要で

あるとも思います。 

そこで質問でございますけども、令和７年度

予算案においては、どのような関連経費が計上さ

れているのかをお伺いいたします。 

●生野財政部長  令和７年度予算案における公

共施設マネジメント関連経費についてお答えをい

たします。 

令和７年度予算案では、市営住宅などの市有

施設の長寿命化や小学校への児童会館の複合化な

どにかかる事業費を計上しております。 

具体的には、長寿命化につきましては、八軒

小学校や幌東中学校などの学校施設や、ひばりが

丘団地、苗穂団地などの市営住宅のほか、厚別公

園競技場や円山動物園などの施設の老朽化度など

を考慮しながら、計画的な保全に取り組んでいる

ところです。 

また、複合化につきましては、真駒内桜山小

学校と真駒内中学校を再編する義務教育学校真駒

内学園の新築に伴いまして、市民も利用できる多

目的ホールを備えた児童会館を複合化するなど、

関連する事業費を予算案に計上し、公共施設マネ

ジメントの取組を着実に進めているところでござ

います。 

●熊谷誠一委員  令和７年度予算において、ま

ずは複合化や長寿命化から着実に進めていく、必

要な予算措置が図られていることが分かりました。 

今後、人口減少が進んでいく中で、全ての施

設を今のまま維持していくことは難しいと、もち

ろん認識しているところでございます。 

公共施設再編を通じて、公共施設、公共空間

のよりよい形を市民とともに実現していくことが

求められていると思います。 

現在ある形にとらわれず、経営的視点に立ち、

新たな価値を創出しながら、将来につながる形へ

リデザインすることが必要でございます。そのた

めに、市民に分かりやすく、理にかなった方法で

各施設を分析し、定量的な説明をすること、また、

将来の具体のイメージを示しながら、今後の在り

方について市民理解を求めること、これを求めて

私からの質問を終わります。 

●吉岡弘子委員  私は、宿泊税についての事業

者との対話について、２点質問いたします。 

昨年12月、札幌市宿泊税条例案が可決、制定

されました。 

財政市民委員会で、宿泊事業者団体との協議

について質問したところ、当該団体が懸念してい

る宿泊税の使途や事業者負担の軽減などの事項に

対しては、今後も継続的に対話の場を設けながら、

課題の解決に向けて丁寧に対応していくとの答弁

がありました。民泊業界や簡易宿舎への説明は今

後の課題であることも明らかとなっています。 

ここで質問しますが、今後も継続的に対話の

場を設けながら課題の解決に向けて丁寧に対応し

ていくとのことでしたが、どのような取組をして

いるのか伺います。 

●柏原税政部長  今後もその継続的に対話の場

を設けながら、課題の解決に向けて丁寧に対応し

ていくという、具体的な取組ということでのご質

問でございました。 

宿泊事業者団体とは、これまで複数回にわた

りまして意見交換を重ねておりまして、本市の宿

泊税制度につきまして丁寧に説明を行い、理解を

求めてきたところでございます。 



 

- 9 - 

宿泊税条例につきましては、現在、総務大臣

と協議中でございまして、大臣の同意が得られた

後、改めて事務説明会や様々な機会を捉えまし

て、宿泊事業者団体に対し丁寧な説明を行ってま

いりたいと考えてございます。 

●吉岡弘子委員  法定外目的税を新設する場合

は、条例可決後に総務大臣と協議を行って同意を

得る必要がありますので、その申請中であるとい

うことだと思います。 

総務省の申請への同意は、まだ下りていない

ということなので、下り次第、宿泊事業者団体等

と対話の場を設けるということでした。 

宿泊税の議論は、税収規模の議論が先行しま

したが、納税者、つまり宿泊者や宿泊事業者に納

得を得たとは言い難いまま進んでいます。事業者

との丁寧な対話は必要です。 

ここで質問しますが、施行まで１年あります

が、制度に宿泊事業者等の意見を取り入れるなど

のお考えはあるのか伺います。 

●柏原税政部長  施行まで１年ございますけれ

ども、宿泊事業者向け、もしくは、その宿泊者へ

の意見をどのように取り入れていくのかという点

につきまして、お答えをいたします。 

このたびの宿泊税の条例につきましては、有

識者による検討会議の答申を基に検討を進めまし

て、宿泊事業者団体等からいただきましたご意見

やパブリックコメントの結果を踏まえまして、市

議会でご議論いただいてきたところでございます。 

このような手続等を経まして、令和６年第４

回定例市議会におきまして条例が可決されたもの

でありますことから、まずは現在の制度内容につ

いて導入すべきというふうに考えているところで

ございます。 

なお、今後につきましては、事務説明会など

で、宿泊事業者に対しまして特別徴収事務の詳細

をまとめましたマニュアルですとかシステム改修

補助の手続等などを丁寧に説明するなど、特別徴

収事務が円滑に行えるような取組を進めてまいり

ます。 

また、宿泊者に対しましても、制度周知等を

通じまして、引き続き納税の理解を求めてまいり

たいと考えております。 

●吉岡弘子委員  本市は観光事業について、運

輸業や宿泊業、飲食業や小売業など、様々な業種

と関連する裾野が広い産業であり、観光消費が経

済効果をもたらすものと位置づけています。 

その中で、観光をしっかりと支えているのが

宿泊業の皆さんです。実際に特別徴収義務者とし

て宿泊者から徴収をするのが宿泊事業者となって

います。宿泊者の苦情に答えたり、あるいは徴収

できなかったり、矢面に立たされ、一番ご苦労を

されることになります。これまでの事業者との対

話は、まだまだ不十分なものとなっています。 

宿泊税の課題や疑問について、今後、宿泊事

業者と継続的な対話の場をしっかりと持つよう求

めて質問を終わります。 

●波田大専委員  私からは、札幌市の債権管理

の取組についてお伺いいたします。 

２月20日の代表質問において、学校給食費の

未納額増加について質問させていただき、再三に

わたる督促と催告によっても回収できなかった学

校給食費の未納額について、最終的に一般財源で

穴埋めされている現状は、公平性を著しく欠くも

のではないかと指摘をさせていただきました。 

学校給食費のみならず、市税や国民健康保険

料など、札幌市には現在、多額の収入未済額を抱

える債権があります。そして、それらは本来、

様々な政策実現に活用できる財源となるべきはず

のものであり、回収できないまま時効を迎えるな

どによって不納欠損となってしまうことは、市民

にとって大変重大な損失であると受け止めており

ます。厳しい財政状況の中、財源を生み出すため

に、既存の事務事業の徹底した見直しを行うこと

ももちろんでございますが、同時に、本来入って

くるべき歳入をしっかりと確保することも大変重

要と考えます。 

そこで質問ですが、一般会計、特別会計を合

わせた令和５年度末時点における収入未済額総額
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及び収納率、令和５年度の不納欠損額、また、収

入未済額が大きな債権におけるその未済額と収納

率、令和５年度の不納欠損額についてお伺いいた

します。 

●北川管財部長  収入未済額総額、収納率、ま

た不納欠損額についてお答えをいたします。 

令和５年度末時点の一般会計と特別会計を合

わせました収入未済額総額は約151億8,000万円、

収納率は約99.1％、令和５年度不納欠損額約17億

3,000万円となってございます。 

収入未済額が大きい債権といたしましては、

生活保護費返還金が、収入未済額約50億8,000万

円、収納率が約17.8％、令和５年度不納欠損額が

約３億4,000万円、国民健康保険料が収入未済額

約33億6,000万円、収納率約87.9％、令和５年度

不納欠損額約８億1,000万円、そして市税が収入

未済額約30億4,000万円、収納率約99.1％、令和

５年度不納欠損額約２億1,000万円となってござ

います。 

●波田大専委員  収入未済総額が約152億円、

そして、約17億3,000万円が不納欠損額となって

しまったとのことでございました。これだけの財

源があれば、様々な政策を実現できるものと思い

ます。 

生活に困窮する方が債務者である場合、直ち

に全てを回収できるものではないものと思います

が、一方で、市民負担の公平性という観点からも、

やはり払わなかった者勝ち、使ってしまった者勝

ちというようなモラルハザードを容認することの

ないように、収入未済額や不納欠損額の縮減に全

庁的に取り組むことが極めて重要であると認識し

ております。 

債権の中には、徴収を主とする部署がないも

のも多く、そういった部署では、他の業務と並行

して督促、催告などの債権管理を行っているとの

ことですが、知識、経験、ノウハウが十分に継承

されていなかったり、ときには難解な法解釈に阻

まれたりすると、将来的な収入未済額の増加につ

ながってしまいます。そのため、財政局管財部で

は、全庁的な債権管理に関する事務を総括し、各

部局に対していろいろな支援をしていると伺って

おります。 

そこで質問ですが、全庁的な債権管理の適正

化のために、財政局管財部では、これまでどのよ

うなことに取り組んでこられたのかお伺いいたし

ます。 

●北川管財部長  管財部におけるこれまでの取

組についてお答えをいたします。 

管財部では、それぞれの債権所管部からの各

種相談対応や助言、標準的な事務処理を分かりや

すく解説するハンドブックの策定及び拡充、債権

所管部の職員を対象とした事務研修を実施してき

たところでございます。また、法解釈が難解な事

案についての弁護士による法律相談、相続人特定

のための外部委託による調査等を管財部が窓口に

なって行うことによりまして、債権所管部におけ

る事務負担の軽減を図ってきたところでございま

す。 

●波田大専委員  財政局管財部で、各部局が適

切な債権管理が行えるように様々な取組をされて

きたとのことでございました。 

札幌市では、平成24年度に札幌市債権管理条

例を制定しました。制定前の平成23年度の一般会

計、特別会計を合わせた収入未済額は約300億円

と聞いております。 

先ほどのご答弁では、令和５年度は約152億円

であったことから、半分程度まで減少しており、

管財部による債権所管部への支援によって一定の

成果が出ているものと認識しております。 

しかし一方で、近年の定期監査の報告書によ

りますと、債権管理について長期間催告が行われ

ていない未収債権や、消滅時効期間が満了してい

るにもかかわらず、回収困難性の判断に基づいた

債権の放棄などの手続の実施に至っていない未収

債権が散見されたとの指摘を受けている部局もあ

るなど、全庁的には、まだ適正な債権管理がなさ

れているとは言えない現状があります。 

そこで質問ですが、債権管理のさらなる適正
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化に向けて、財政局管財部で今後どのように取り

組んでいかれるのかお伺いいたします。 

●北川管財部長  債権管理の適正化に向けた今

後の取組についてお答えをいたします。 

適正な債権管理は札幌市の財政基盤の安定化

に資するとともに、市民負担の公平性の観点から

も重要であり、近年の定期監査におきまして、債

権管理について指摘を受けているといったことを

重く受け止めているところでございます。 

債権所管部では、担当職員が十分な知識を有

していない場合や、個々の債権ごとに判断が難し

い事案が発生することなどにより、事務が停滞す

ることが見受けられる場合もございます。 

そのため、管財部といたしましては、債権所

管部に対して、個々の債権の性質や現場の実態を

踏まえた課題分析、出前型の研修を実施していく

など、債権所管部の声も聞きながら、これまで以

上にコンサルティング機能を発揮して、債権管理

の適正化に努めてまいりたいと考えてございま

す。 

●波田大専委員  債権管理の適正化は、どの自

治体でも課題となっております。他都市の取組事

例でございますけれども、例えば大阪市では、10

名以上の市職員と非常勤嘱託職員の弁護士で構成

される市債権回収対策室を設置し、全庁的な債権

回収の目標設定や進捗管理に取り組みながら、未

収金の回収状況をおおむね３か月に１回市のホー

ムページで公表するなど、徹底した対応を行って

いるとのことでございます。 

札幌市においても、債権管理の取組の在り方

について、他都市の事例なども研究をしながら、

絶えず改善を図っていただくことを要望いたしま

して、私の質問を終わります。 

●山田洋聡委員  私からは、予算査定の考え方

と事業の見直し、再構築について伺います。 

まずは、予算査定の考え方についてです。 

我が国日本は、いろいろな世代や人が支え

合って成り立っている社会でございます。現役世

代が一生懸命お仕事をして納めた税金や社会保険

料などで、次世代の子供たちや、これまで一生懸

命国づくりをしていただいた皆様を支えていると、

そういうことになっております。 

そして、目の前にお預かりしている大事なお

金、現役世代が働いていただいて納めていただい

た大事なお金を使って事業を行っているのが行政

ということになります。 

当たり前のことではありますが、そのような

視点において、やはり重要な核となるのは、財政

をつかさどる皆さんだというふうに思います。 

適正な予算執行にもっと危機感を持たなけれ

ば、現役世代を中心に納税している市民国民が納

得をするはずがありません。現に、私自身も、こ

れまでの議員活動を通じて知り得た予算執行状況

については疑問を持つことがとても多い状況であ

ります。 

自分のお金ではないと、こんなにも簡単に、

本当に重要と思えること以外に使えてしまうのか

と思うことが多々ございます。自分のお金なら、

もっと慎重に結果を求めて使いませんでしょうか。

ぜひとも皆さんには問いかけをしてみたいという

ふうに思います。 

これまで、予算にこだわってたくさんの情報

収集をしてまいりましたが、優先順位の高い低い

について、札幌市として、いま一つ一貫性がある

ようには思えません。 

自助、共助、公助をもっと明確に示し、本当

に公助を必要とする方々には、行政が行政たる役

割を、そして民間の方々が事業として担っていた

だける役割については委ねる、これをしっかり切

り分けた中で予算配分を執行していく必要がある

と考えます。 

そこで質問ですが、財政局が、各部局から上

がってきた予算要求の中でどのような基準を持っ

て予算査定をしているのか伺います。 

●生野財政部長  予算査定の考え方について、

お答えをいたします。 

札幌市として政策的判断が必要な事業につき

ましては、アクションプラン2023の策定時に全事



 

- 12 - 

業の検討を行いまして、その時点で、計画期間の

５年間で優先順位が高いと判断した事業を計画に

計上しております。 

毎年の予算編成におきましては、各事業部局

がこの計画に計上された事業について、社会情勢

に応じた見直しや再構築を行った上で財政部に要

求がされております。 

財政部では、その要求に対しまして、事業の

必要性や効果が妥当か、官民の役割分担の整理が

適切か、サービス水準、事業規模などが妥当か、

効率的に事業を実施できるか、この四つの視点を

基本として、改めて査定を行っております。 

また、経常的な経費につきましては、原則と

して、各局が自らの局の予算枠の範囲内において

一定の裁量を持って事業を構築した上で要求がな

されまして、財政部といたしましては、その要求

を尊重し、内容の確認、調整を行っているところ

です。 

そのほか、アクションプラン策定以降に新た

に生じた行政課題に対応するための事業、これら

の事業につきましては、枠外での積み上げによる

要求を認めておりまして、先ほどの四つの視点に

加えまして、費用の妥当性についても詳細に精査

をしているところです。 

このように、毎年の予算編成では、経費の性

質に応じてめり張りをつけた査定を行っておりま

して、必要な事業にしっかりと資源を配分し、行

政が実施すべき事業について、最少の経費で最大

の効果を生み出すことができる予算となるように

努めているところでございます。 

●山田洋聡委員  私のほうから、一貫性があま

りないように思うということをお話しさせていた

だいた中では、しっかり５年の計画をもって整え

ているという話がありました。 

本当に必要であるというものには必要だとい

うのは、そのとおりだと思いますが、本当にたく

さんの事業を査定されている中で、より厳しい目

でしっかり査定をしていただきたいというふうに

思います。 

次に、事業の見直し、再構築についてです。 

これまでも、事業の見直し、再構築について

は、度々質問させていただいているところであり

ます。 

財政局としては、インセンティブ制を用いて、

見直し、再構築を進めているという旨の答弁があ

り、令和５年度よりも令和６年度の成果が高かっ

たということでありました。 

毎年、財政局長から各局長等に通知される予

算編成方針においては、年々見直しに対するトー

ンが上がっていっているということが見てとれま

すが、肝腎の事業部局にはどの程度伝わっている

のかということは疑問があります。 

予算編成方針では共通して、今、先ほど答弁

にもございましたが、四つの視点として、必要有

効性、担い手、事業水準、効率性を掲げ、令和５

年度の予算編成方針においては、既存事業につい

ても四つの見直しの観点からゼロベースで見直し

を行うこととし、令和６年度では、全ての事業に

ついて、指標を用いた客観的な効果検証を行うと

ともに、想定した効果が見込まれない事業や事業

効果が不明確な事業について、各局において主体

的に四つの観点からゼロベースで見直しを行うこ

とと効果検証について強く言及をされ、令和７年

度では、別途財政部から発出している指標に基づ

く事業効果の検証見直し一覧表を活用の上、指標

に基づいた客観的な効果検証を行うとともに、想

定した効果が見込まれない事業や事業効果が不明

確な事業についてはゼロベースで見直しを行うこ

とと、財政局側で一覧表をわざわざ用意をして、

さらに推進させる強い意思が感じられます。 

先ほど、査定の基準について質問いたしまし

たが、財政局が主体に見直し、再構築を進めるこ

とも、全体を見通せる役割としては必要な場面も

あるのではないかというふうに考えます。 

ここで質問ですが、令和７年度及び今後の事

業見直し、再構築について伺います。 

●生野財政部長  令和７年度及び今後の事業の

見直し、再構築について、お答えをいたします。 
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令和７年度予算の編成におきましては、アク

ションプラン2023で示しました事業見直しサイク

ルの確立のため、委員ご指摘の、指標に基づく事

業効果の検証見直し一覧表、これの作成と、イン

センティブ制度によりまして、全事業について事

業部局における自主的な見直しを推進するととも

に財政部からの事業の見直し、再構築に向けた助

言、指導も行ったところでございます。 

この取組の結果、各事業部局におきまして、

事業費ベースで約12億6,000万円、うち一般財源

で約８億6,000万円の見直しがなされまして、見

直しに対するインセンティブを含めました約９億

8,000万円、これを活用しまして、各部局におい

て、より効果的な事業の再編や再構築がなされた

ところです。 

今後も、事業部局の自主的な見直しを積極的

に後押しするとともに、事業見直しサイクルの確

立に取り組んでまいりたいというふうに考えてご

ざいます。 

●林清治委員  私からは、今後の財政運営につ

いて、若干質問させていただきます。 

先般の代表質問においても聞いているところ

なんですが、また再度、簡潔に質問していきたい

なというふうに思っております。 

まず、１点目は、一般財源の今後の見込みに

ついてということでお聞きいたします。 

2025年度予算案は、定額減税の終了もあり、

市税収入が前年度比258億円増の3,723億円と、増

加したということでございます。 

一般財源総額も、財政調整基金繰入金を除く

と、前年度比で206億円増の6,137億円となってお

ります。 

一般財源が増えていますが、これは、障がい

福祉費や児童福祉費などの扶助費が前年度比362

億円増の4,185億円となっていることから、必要

な経費の一部が地方交付税で算定されることが一

般財源増加の大きな要因であり、必ずしも自由に

使えるお金が増えているわけではないというふう

に聞いています。 

今後も、この扶助費や公共施設の更新需要が

増加することで、そういうことが予想されること

から、必要な経費は増えていくことが懸念されて

おります。それに対して、市税も含めた一般財源

が今後どうなっていくのか、生産年齢人口の減少

により、今後の一般財源の増加に過度の期待はで

きない状況、その中で、今後の見込みが気になる

ところであります。 

そこで最初の質問ですが、市税などの一般財

源の今後の見込みについて伺いたいと思います。 

●生野財政部長  一般財源の今後の見込みにつ

いてお答えをいたします。 

アクションプラン2023におきましては、令和

９年度までの計画事業費と財源をお示ししました

中期財政フレームと、30年間の長期的な財政見通

しを策定したところです。 

この中期財政フレームに令和７年度予算を反

映した試算におきましては、近年の税収の増加傾

向や扶助費の増などによります地方交付税の増加

が見込まれているというところでありまして、少

なくとも令和９年度までは一般財源が増えていく

ものと想定をしております。 

しかしながら、30年間の長期的な財政見通し

におきましては、再開発事業による固定資産税等

の増加が見込まれますものの、人口減少による税

収減や地方交付税減の影響によりまして一般財源

は減少していくものというふうに見込んでござい

ます。 

●林清治委員  ただいまの答弁で、市税などの

一般財源については当面は増加するものの、人口

減少に伴い、いずれは減少していくことが見込ま

れるというふうにありました。 

税源涵養については、再開発による固定資産

税などの増加を見込んでいるという答弁もあった

ところでありますが、さらに、これにＧＸを含め、

企業誘致などの取組、そうしたものによる投資的

な取組を積極化していくことで、さらに税源を増

やしていく、その取組も必要になってくるのかな

というふうに思っております。 
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一般財源が減少する一方で、扶助費や、先ほ

ど熊谷委員からの質疑にもあったとおり、公共施

設の更新などの財政需要が増大することで様々な

施策のサービスの維持が困難になることが想定さ

れてくるのかなというふうに思っております。 

必要な市民サービスを維持向上させていくこ

とは大変重要なことでありますが、中長期的には、

事業によって、縮小・廃止も含めた見直しを検討

しなければならないものも出てくるというふうに

思います。 

特に、本市の独自事業については、将来の在

り方を市民に提示し議論していくことが、これか

ら大事になってくるというふうに考えております。 

現在、国会においても、小学校の給食無償化、

高校授業料の無償化なども議論が進んでいるとこ

ろであります。これは我々も、今まで市にも要望

を上げてきたものでありますから、しっかり見

守っていきたいというふうに思っております。 

この間議論してきました敬老優待乗車証、い

わゆる敬老パスの見直しに関しては、時間をかけ

て議論はしてきたところでありますが、これはま

だまだ市民全体の議論となっていない、理解が進

んでいない、そうした一面もあります。これも、

やはり札幌市の自主財源での事業、そうした部分

を、やはりしっかりと周知をしていかなければ、

これからいろんな問題が出てくるというふうに

思っております。そうしたものも考えていかな

きゃいけない。 

そして、今後の公共施設の在り方についても、

先ほども答弁がありましたけども、これは、全体

の数はどうなっていくのか、各区の配置がどう

なっていくのか、まだまだ市民には分かっていな

い。ただ市民の中では、将来的には公共施設が

減っていくんでしょうと、そういうイメージしか

ない。これは本当に、大変な問題になってくると

思います。 

そうしたものもやっぱりしっかり示した上で

議論を重ねていかなければいけない、そのように

強く思っているところでもあります。 

そうした部分も含めて、その中で、利用者で

ある市民の意見もしっかり聞いていかなければい

けないのかなというふうに思っております。 

人口減少、少子化、超高齢社会が進展してお

り、人口構造や社会経済情勢は大きく変化してお

ります。変化にしっかりと対応し、持続可能な札

幌市を若い世代に引き継いでいくためには、たと

えすぐに結論が出ない課題だとしても、今から検

討をしていくことが必要だと考えております。 

そこで、次の質問ですが、人口減少などの社

会の変化に対応して、持続可能な財政運営をどの

ように進めていくのか伺います。 

●生野財政部長  持続可能な財政運営について

お答えをいたします。 

中長期的な視点で財政運営を考えますと、人

口構造や社会経済情勢が変化する中でも、一定の

市民サービスを維持していく一方で、やはり事業

や施設の縮小・廃止を含めた見直しを進める必要

があると認識をしております。 

そのため、アクションプラン2023における財

政運営の取組といたしまして、持続可能な施策の

在り方の検討を掲げておりまして、現在、除排雪

やごみ処理など、人口減少により大きな影響を受

け受けると考えられる施策について、より長期的

な視点で検討を進めているところです。 

また、人口減少を見据え持続可能な公共施設

マネジメントの推進にも取り組んでおりまして、

公共施設の計画的な保全と長寿命化による更新需

要の平準化や、更新時における集約・複合化、さ

らには施設の総量規模の適正化などによりまして、

更新費用の縮減に努めているところでございます。 

今後も、関係する部局とともに、これらの取

組を着実に進め、持続可能な財政運営に努めてま

いりたいと、このように考えてございます。 

●林清治委員  ただいま答弁いただきまして、

持続可能な財政運営を進めていくための考え方と

いうことであったというふうに思います。 

幾つか懸念もあり、述べていきたいこともま

だありますが、これまで議会で議論してきたこの
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財政状況や今後の財政運営などが、やっぱり市民

に伝わっていない、このことが一番の課題だとい

うふうに思っております。 

これまでも、我が会派からの提言などを含め

て、市民に分かりやすく周知していく「さっぽろ

のおサイフ」などもやっていただいているところ

でございますが、まだまだこれから工夫しながら、

札幌市の現状はこうなんだと、将来展望はこうな

るんだということを、しっかり分かりやすく提示

して議論の中に参加していただく、そうしたこと

も大事だと思います。 

また、市民生活に関わる施策の企画及び実施

も、スピードが必要なものがどんどん増えてきて

おります。この近年の物価高騰対策、または子育

て支援、働き手確保など、市民生活を守るために

急いでやらなきゃいけない課題が増えてきている

というふうに思います。 

私たち議員も、これから、今日から始まった

この予算特別委員会の中でも、様々な議員から

様々な声が出てくるかと思います。そうしたもの

を各部局とも話していても、アクションプランに

ない事業はなかなかできない、財政局がなかなか

うんと言わない、だからできない、そうした声が

よく聞かれます。それは多分、各部局の財政局に

対するお願いの仕方、要望の仕方も、ちょっと駄

目なところもあるのかなというふうには思ってい

るところもあるんですが、しかし、やっぱり財政

としてもしっかりと、この市民ニーズに応えるた

め、そうしたものには真摯に答えていただきたい

というふうに思います。 

そして、先ほど山田議員の質疑にあったとお

り、アクションプランにない事業、これは本当に、

時代の要請の中で当然考えていかなければいけな

い。先ほど答弁の中では、予算原局の各部局の中

の予算の中でできるものはやっていきたいという

答弁もあったんで、ちょっとほっとしたところな

んですが、そうしたものもしっかりと、これは財

政から各部局に対して、このお金はこういうふう

に使えばいいんだよというようなことをレク

チャーしながら、やっぱり市民の生活を守るため

に必要な施策を、スピードを上げて実行していく、

そうした体制をしっかりつくっていただきたいな

というふうに思っております。 

この後、今日、笠松局長とか石川副市長には

聞きませんけども、この後しっかりと市長も巻き

込んで議論を進めながら、より市民サービスが充

実したものになるように市政運営していただけれ

ばありがたいというふうに思います。 

これで質問を終わります。 

●竹内孝代委員  私からは、建設工事の入札見

積り期間の設定について質問をさせていただきま

す。 

建設業法においては、建設工事の発注者が入

札等を行うまでに、できる限り具体的な内容を提

示し、かつ一定の見積り期間を設けることが義務

づけられております。 

これは、請負契約が適正に締結されるために

は、発注者が受注予定者に対して適正な見積り期

間を設け、そして見積り落とし等の問題が生じな

いよう検討する期間を確保する、こうしたことに

よりまして、契約の締結に関する判断が適切に行

われること、こうしたことを目的としたものであ

るというふうに承知をしております。 

これについて、札幌市では、入札告示日から

入札執行日までの期間の設定というものは、500

万円以上の工事は５日以上、5,000万円以上の工

事は10日以上の見積り期間を設けると定めており、

実際の発注においては、２週間程度の見積り期間

で運用しているというふうに伺っております。 

工事の施工を行うに当たり、必要な費用の積

算を適切に行うためには、こうした見積り期間の

確保が重要であるというふうに考えますが、建設

業における時間外労働の上限規制の運用、また、

週休２日制の普及など、働き方改革が進みつつあ

る昨今においては、札幌市が現在設けている見積

り期間では十分ではないといった、事業者の方々

や業界、団体からの要望が、我が会派にも寄せら

れているところでございます。 
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これまでの見積り期間の考え方では、適切な

見積りを行うに足るだけの時間の確保は難しく

なってきているというふうに懸念をしております。 

こうした中においてお聞きしましたところ、

建設業では専門工事の分業化が一般化しており、

入札金額の積算に際して、元請から下請への見積

り依頼を行う場合が多く、さらには、下請からい

わゆる孫請へ見積依頼を行うケースも少なくない

ということから、札幌市では一部の工事において

見積り期間の延長を行っているケースもあるとい

うふうに伺いました。 

そこで質問ですが、令和６年度の札幌市の工

事発注において、見積り期間を延長して入札を

行った案件の件数、また全体に占める割合につい

て伺います。 

●北川管財部長  建設工事の見積り期間を延長

した入札の状況についてお答えをいたします。 

今年度発注した工事809件のうち、見積り期間

を標準のスケジュールよりも延長した案件は43件

であり、その割合は5.3％となってございます。 

なお、見積り期間を延長した案件は、見積り

を下請に外注している比較的大規模な建築工事や

設備工事などを対象としたところでございます。 

●竹内孝代委員  809件のうち43件と、工事全

体の約5.3％と大規模な工事が主であるという答

弁でありましたが、まだまだ少ないのではないか

なという印象を受けます。 

昨今の札幌市の工事等の入札執行におきまし

ては、一部の工事などで入札を行っても、応札者

が現れないなど、入札が不調に終わるケースもあ

るというふうに聞いております。この原因には、

労働人口の減少に伴い、人手の確保が難しいと

いった理由もあるかと思いますけれども、働き方

改革が進められる中、見積りに必要な期間が不足

することによって、適切な積算を企業が行うこと

ができず、結果として入札参加を見送る、そう

いったケースもあるのではないかというふうに考

えます。 

そこで質問ですが、社会のインフラ整備を担

う建設業に従事する人材を今後も安定して確保し

ていくためには、働き方改革の取組を着実に進め

る必要があり、その取組に資するためにも、これ

まで十分とされていた見積り期間の延長を拡大さ

せる必要があるというふうに考えますが、今後ど

のように取り組むのか伺います。 

●北川管財部長  今後の取組の方向性について

お答えをいたします。 

建設業を対象とした時間外労働の上限規制の

適用や、週休２日制の普及などの働き方改革に対

応していく上で、適正な見積り期間の確保は重要

であり、このことは、昨年成立しました第三次・

担い手３法の目的の一つである担い手の確保にも

資するものであるという認識でございます。 

建設工事における標準見積り期間の延長に向

けましては、次年度以降、可能なものについて

は、できる限り期間を延長するとともに、早期発

注や工期平準化などの要望にも配慮しながら、年

度内の全体の工事発注スケジュールを見極めなが

ら具体的な検討を行ってまいりたいと考えてござ

います。 

●竹内孝代委員  適正な見積り期間の確保が重

要であるということ、また、建設工事における標

準の見積り期間の延長に向けて、具体的に検討を

行いたいという答弁をありがとうございます。 

全国的な人手不足の課題が顕著となる中、建

設業の人手確保のためには、働き方改革など、待

遇改善につながる取組が重要であります。 

こうしたことを後押しするためにも、標準見

積り期間延長のまず早期実現、これに向けた検討

を精力的に進めていただくこと、また、延長可能

なものはできるだけ延長を行うといった柔軟な運

用を求めまして、建設業が抱える様々な課題に寄

り添った入札制度の改善を要望して質問を終わり

ます。 

●ふじわら広昭委員  私からは、６項目質問い

たします。 

１項目めは、基金の運用について、２項目め

は、昨年の決算特別委員会で検討すると答弁した
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項目の進捗状況について、３項目めは、最低制限

価格の引上げについて、４項目めは、工事契約に

おける電子契約の導入について、５項目めは、設

計変更について、６項目めは、総合評価落札方式

の取組と発注部局との連携についてです。 

初めは１項目め、基金の運用についてです。 

最初の質問は、基金現金の管理についてです。 

札幌市は、1964年３月、条例第６号 札幌市

基金条例を施行し、当初、基本基金、病院基金、

奨学基金など、七つの基金で始まりましたが、現

在、将来の市債償還の財源を積み立てている減債

基金をはじめ、25の基金を有しており、その残高

は2023年度末で、基金現金だけでも約5,000億円

規模に及んでおります。 

将来の財政需要に対する備えとして顕著な積

み上がりとなっている札幌市の基金でありますけ

れども、約5,000億円規模に及ぶ、言わばこの貯

金については、適切な管理が求められると思いま

す。 

そこで質問ですが、札幌市の基金現金の管理

はどのような考え方に基づいて行っているのか、

まず伺いたいと思います。 

●生野財政部長  基金現金の管理についてお答

えをいたします。 

札幌市で保有しております基金は、地方自治

法や札幌市基金条例の規定に基づきまして、確実

かつ効率的で元本が保証される方法によって管理

運用をしております。 

このうち、基金現金につきましては、一時的

に、一般会計及び特別会計に貸し付けまして、そ

の会計の資金融通に活用する繰替運用というもの

を行っておりまして、これによりまして外部金融

機関からの一時借入金の抑制を図っているところ

でございます。 

この繰替運用のほか、国債や地方債といった

債券や預金による運用も行っているところでござ

います。 

●ふじわら広昭委員  質問の２点目は、基金現

金の運用実績についてです。 

基金が生み出した運用益は、基金の元本に積

み立てられるほか、例えば奨学金支給の事業をは

じめとして、札幌市の各事業の財源として活用さ

れており、貴重な歳入として役立てております。

最近は、金利が上がっていることもあり、基金の

運用益の増も期待されます。 

そこで質問ですが、札幌市の基金現金の運用

実績はどのようになっているのか伺いたいと思い

ます。 

●生野財政部長  基金現金の運用実績について

お答えをいたします。 

基金現金による運用につきましては、一部の

個別運用を除きまして、各基金を一括して共同運

用しているところです。 

具体的には、運用期間が１年以上となります

長期運用と、運用期間が１年未満となる短期運用

の２種類に分けております。 

直近の令和５年度実績といたしましては、長

期運用の運用益が17億5,200万円ほどで、短期運

用の運用益は500万ほどでございました。 

●ふじわら広昭委員  質問の３点目は、昨今の

金利上昇に伴う影響についてです。 

およそ１年前となる2024年３月19日に、日銀

はマイナス金利政策を解除し、それまで数年間続

いていた異次元の低金利の状況から、債券市場の

金利は上昇を始めております。 

金利が上がると債券の簿価は下がりますが、

かつての低金利時に購入した債券は、仮に途中売

却を行った場合には、金利による影響を受けて損

失が生じるおそれが懸念されます。 

そこで質問ですが、札幌市が行っている基金

の運用の中で、元本割れであったり、運用による

損失が生じることはあるのか、この点について伺

います。 

●生野財政部長  基金現金の運用による元本割

れや損失のおそれについてお答えをいたします。 

共同運用を行います基金現金につきましては、

毎年度、各会計の資金繰りを勘案いたしまして、

外部金融機関からの一時借入金の抑制となる繰替
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運用の所要額を算出して運用をしております。そ

れ以外の基金現金については、債券や預金による

運用を行っているところであります。 

この債券運用につきましては、基金条例で元

本が保証された確実な運用が求められております

ことに基づきまして、資金需要を精査した上で満

期まで持ち切ることを前提としておりまして、基

金の元本が損なわれることはないというふうに想

定をしております。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、次の

質問に移りたいと思います。 

地方自治法第241条、また、札幌市の基金条例

の第６条に基づいて運用しているということであ

りますけれども、特に短期の運用につきましては、

13基金がその対象としているわけでありますけれ

ども、運用利率などをしっかり見極めて運用して

いくことを求めておきたいと思います。 

次は２項目め、昨年の決算特別委員会で検討

すると答弁した項目の進捗状況についてです。 

最初の質問は、フレックス工期、余裕期間制

度についてです。 

昨年の決算特別委員会で、工事管理室長は、

今年度において、事業者に対して、制度を利用し

やすい余裕期間、フレックス工期の設定、あるい

は工事内容などについてアンケート調査を実施し

ており、対象工事の拡大に向けた検証を進めてい

るとの答弁がありました。 

そこで質問ですが、対象工事の拡大に向けた

検証結果と、新年度からの取組について伺いま

す。 

●高桑工事管理室長  フレックス方式の対象工

事の拡大に向けた検証結果と新年度からの取組に

ついて、お答えをいたします。 

まず、対象工事拡大に向けた検証結果につい

てですが、フレックス方式については、平成29年

度に試行要領を策定して以降、対象工事の受注者

に対するヒアリングや関係部局との実施効果の共

有、適用に向けた協議などを適宜実施しながら対

象工事を拡大してきたところでございます。 

令和６年度には、札幌市競争入札参加者名簿

に工事で登録している事業者に対してアンケート

調査を実施し、225社から回答をいただいてござ

います。 

調査の結果、回答者の８割から、フレックス

方式の適用により入札に参加しやすくなったとの

回答を得たほか、資機材の準備や技術者の配置調

整などにメリットがあることが改めて確認できた

ところでございます。 

さらに、多くの受注者にとっては、余裕期間

がたとえ数日間であってもメリットがあることが、

新たに確認できたところでもございました。 

次に、新年度からの取組についてお答えをい

たします。フレックス方式の適用については、地

域の要望による工期の制約、除雪体制への影響な

どにより困難な場合もありますが、令和７年度か

らの取組といたしましては、アンケート結果を踏

まえ、余裕期間が短くても適用可能な工事につい

ては全てフレックス方式を適用できるよう、関係

部局と連携を図りながら、活用拡大に向けて取り

組んでまいりたいと考えてございます。 

●ふじわら広昭委員  昨年の決算特別委員会で

も、地元の様々な状況による関係ですとか除雪の

関係などを含めた、そうしたものを除外して、そ

れ以外のものは全てこのフレックス工期にすべき

だという、これを取り入れたことについては一定

の評価をしておきたいと思います。 

次は、昨年、下水道の管更生でも指摘しまし

たが、使用機械の高圧洗浄車及び下水道本管用テ

レビカメラの自社保有及びファイナンスリースと、

それ以外のリースに対する車両の確認方法につい

てです。 

管財部長の答弁は、リース料は対象機器の販

売価格に利息を加えた総額であり、リース料総額

の支払いが完了するまで中途解約が認められない

ことから、企業会計基準上も売買と同じ会計処理

となっているので、ファイナンスリースとそれ以

外の長期リースの区別に関して、検証書類の確認

により適切に対応したいということでありました。 
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そこで質問ですけども、自社保有及び長期

リース契約と、それ以外のリース契約を確認する

提出書類の見直しをすべきと思いますが、いかが

か伺いたいと思います。 

●北川管財部長  自社保有やリース契約を確認

する提出書類の見直しについてお答えをいたしま

す。 

総合評価落札方式の一部の型式における評価

項目、主要建設機械の保有状況の審査に当たりま

しては、落札候補者に、１点目、売買契約書また

はリース契約書、２点目として、対象建設機械の

検査の履行を確認できる書類の写し、そして、３

点目として、対象要件が確認できるカタログ等の

写し、以上の３点の提出を求めているところでご

ざいます。 

また、車検証の確認が必要な建設機械につき

ましては、自動車検査証記録事項の確認も徹底す

ることにより、契約形態だけではなく車両登録の

実態の確認も行い、これらの挙証書類によって建

設機械保有状況は適切に把握できているものと認

識をしてございます。今後も挙証書類の確認を徹

底いたしまして、適正な審査を行ってまいりたい

と考えてございます。 

●ふじわら広昭委員  現在は少し改善されてお

りますけれども、やはり、これまでは売買契約書、

またはリース契約書のどちらかを提出させていた

と思うんです。 

私は、昨年の決算特別委員会におきましても、

今、部長の答弁のありました車検証、またリース

契約書、この二つをセットで受注した企業に提出

を求めていかなければ駄目なわけなんですね。そ

こを、新年度以降、しっかりとチェックをしてい

ただきたいというふうに考えておりますので、そ

の辺の取扱いをお願いしたいと思います。 

質問の３点目は、管更生工事を受注する企業

の資格保有者の人材育成と人材確保についてです。 

本日は、下水道河川局の菊池管路担当部長に

出席をいただいておりますので、部長から答弁を

求めたいと思います。 

今年１月に、埼玉県八潮市の下水道管損傷事

故がありました。いまだ安否が確認されていない

トラック運転手が一日も早く発見、救出されるこ

とを願っています。 

今後、今回の事故をきっかけに、国土交通省

の下水道工事に対する基準などの見直しが想定さ

れます。現在、全国で下水道の管更生を行う企業

は独自の基準をつくり、下水道管内部の検査・点

検と保守作業で下水道管の耐久性を高める取組を

実施しています。 

昨年10月の答弁で、管路担当部長は、資格保

有者の確保と現場への常駐については、品質向上

の観点から有効と考えられますが、事業者の大き

な負担となることが懸念されるので、業界団体の

意見を丁寧に伺い、検討をしたいということであ

りました。 

そこで質問ですが、業界団体からはどのよう

な意見が出され、札幌市として今後どのように取

り組む考えなのか伺いたいと思います。 

●菊池下水道河川局管路担当部長  下水道の管

更生工事における資格保有者の確保と現場への常

駐について、お答えいたします。 

有資格者の主任技術者の確保につきまして、

昨年12月24日に、札幌建設業協会、札幌環境維持

管理協会など４団体に対しましてアンケートをお

願いし、現在、各事務局において取りまとめを

行っていただいております。３月７日までに回答

いただく予定としておりまして、今後、業界団体

の皆様からいただきましたご意見を踏まえ、しっ

かりと検討してまいりたいと考えております。 

●ふじわら広昭委員  やはり、物を作っていく

ためには、国のいろいろな法律やルールがありま

すけれども、この下水道管の管更生については、

それを扱う技術者の資格を明確に、国も含めて明

らかにしていないわけです。 

やはり、業界はしっかりとした仕事をしてい

きたいということを、先ほども申し上げたように、

自主的にルールや技術を定めてやっているわけで

あります。 
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ですから、こうした技術者、札幌の登録して

いる業者の中にもかなりの業者が有資格者を確保

していると思いますので、そのアンケートに基づ

いて、できるだけ早く、その業界のほうにも有資

格者を確保できるような取組を促していただきた

いというふうに思います。 

そして、これは財政の方にも関わるんであり

ましょうけども、要望として、現状は、資格保有

者は0.5点の加算、ない場合には０点というふう

になるわけですけども、やはりこれを、有資格者

がいる場合には、やっぱり1.0にしていくような

ことをしなければいけないのではないかというふ

うに考えておりますので、こうした取組について

もしっかり検討をしていただきたいということを

求めておきます。 

４点目は、役務３業種の社会保険料の納入証

明についてです。昨年、管財部長の答弁は、今後、

入札時提出書類を含め、他都市の状況を調査し、

関係業界と意見交換をし、より効果的な制度とな

るよう検討したいということでありました。 

そこで質問ですが、これまで、関係団体とど

のような意見交換を行い、今後どのように取組を

考えているのか伺いたいと思います。 

●北川管財部長  役務３業種の社会保険料の納

入証明についてお答えをいたします。 

これまで、関係業界に対しまして、意見交換

の際に不良不適格業者の排除について取組の拡充

を図る旨、説明をしてきているところでございま

す。 

新たな事務負担を伴うことから、今後、具体

的な案を提示いたしまして、関係業界の理解を得

た上で、なるべく早期に実現できるように努めて

まいりたいと考えてございます。 

●ふじわら広昭委員  現在も、定時登録の際に

は社会保険に加入しているかどうかという証明書

を提出していただいているんですけども、やはり

私どもの会派に相談されるのは、お給料から社会

保険料を引かれているんだけども、退職した際に、

後で分かったときに、会社がそれを運転資金に運

用して、社会保険事務所などに支払いをしていな

かったと、そういうことが事実、出てきているわ

けでありますので、こうしたところは少ないわけ

でありますけれども、しっかりとした、働く方の

そうした社会保障を守っていくためにも、市が

しっかりとした確認を入札時においてもできるよ

うに取組を求めておきたいと思います。 

次は、大きな３項目めの、最低制限価格の引

上げについてです。 

最初の質問は、最低制限価格の引上げ率及び

引上げ項目についてであります。 

私どもの会派は、10年以上前から、国の基準

とは別に、札幌独自に最低制限価格の引上げをす

べきと議会で取り上げてまいりました。 

さきの代表質問では、人材の確保、教育にか

かる費用やＤＸ関連経費など、ここ数年で新たな

経常的なコスト増となった項目があり、これらに

ついて、最低制限価格に適切かつ速やかに反映す

べきものと認識をし、建設業及び測量や設計など

の委託業務についても、新年度から最低制限価格

を引き上げるとの答弁がありました。 

最低制限価格は、先ほど触れられておりまし

たけれども、直接工事費、現場管理費、共通仮設

費、一般管理費で構成されております。 

そこで質問ですが、先ほど、建設業などの引

上げなどについての答弁がありましたけれども、

あわせて、測量や設計などの最低制限価格の引上

げは、それぞれどの経費をどの程度引き上げるの

か、また、引上げに要する予算は、新年度予算案

の工事費及び測量や設計費の中で対応可能なの

か、まず伺いたいと思います。 

●北川管財部長  建設業及び測量や設計などの

最低制限価格の引上げについてお答えをいたしま

す。 

工事につきましては、一般管理費等の算入率

について、70％から75％に引き上げることとして

準備を進めているというところでございまして、

あわせて、委託業務である測量、地質調査、土

木・橋梁設計及び建築・設備設計につきましては、
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諸経費または一般管理費等の算入率について、い

ずれも２ポイント引き上げることとして準備を進

めているところでございます。 

また、工事において、最低制限価格の設定上

限を92％から94％に引き上げることとしているこ

とに併せまして、委託業務におきましても同様に、

設定上限を94％に引き上げることとして準備をし

ているところでございます。 

これらの最低制限価格の引上げにつきまして

は、予定価格自体に影響を及ぼすものではないこ

とから、新年度の予算案の工事費や測量設計費に

影響を及ぼすものではないと判断をしているとこ

ろでございます。 

●ふじわら広昭委員  新年度予算に影響を及ぼ

さないものということは、いわゆる入札差金の中

で活用していくというふうに理解をしておきたい

というふうに思います。 

そこで質問ですけれども、今回の引上げ率の

詳細について改めて伺いたいと思います。 

●北川管財部長  今回の引上げ率の詳細という

ことでございます。 

工事におきましては、業界団体からのヒアリ

ングによって得られた、ここ数年で新たに経常的

なコスト増となった項目のコスト増の度合い、程

度から、一般管理費等の算入率を５ポイント引き

上げるとともに、設定上限を２ポイント引き上げ

るべきものと判断をしたところであります。 

これによって、平均落札率が約0.8ポイント上

昇する見込みとなってございます。 

この工事におけるコスト構造の変化は、測量

や設計などの委託業務についても同様であると

いった認識に立ちまして、委託業務においても工

事と同様の効果が生じるよう試算をした結果、諸

経費または一般管理費等の算入率について２ポイ

ント引き上げることにより、委託業務の全体の平

均落札率についても、約0.8ポイント上昇する見

込みでございます。 

●ふじわら広昭委員  要望を申し上げて、次の

質問に移りたいと思います。 

人手不足や人材の確保というのは、もう既に

10年前から問われていた問題であります。 

今回の引上げは、一定の評価はするものの、

できればもう少し早く決断をして実行すべきで

あったのではないかということを呈しておきたい

と思います。 

今後は、議会で指摘や改善を求める質問など

については、スピード感を持って決断をして実行

されることを強く求めておきたいと思います。 

次は、大きな４項目めの、工事契約における

電子契約の導入についてです。 

電子契約は、紙契約書が不要となるため、書

類などの保管コストが削減されることや、契約書

に収入印紙が不要となることのほか、発注者の契

約担当部局へ契約書などの書類を持参する手間が

なくなるなどといったように、受注者のみならず、

発注者にとっても様々なメリットがあります。 

このため、新型コロナウイルス感染症以降、

全国的に導入が進んでおり、北海道開発局や北海

道のほか、道内では旭川市、室蘭市、紋別市、北

見市などの自治体でも導入されております。 

このような状況であるため、当然、札幌市で

も導入の検討が進められており、2023年決算特別

委員会において、我が会派の篠原委員の、競争入

札参加資格登録の簡素化や電子化についての質問

に関連して、管財部長から、将来的な電子契約の

導入に向けた検討を行っているとの回答がありま

した。 

この回答から１年５か月が経過しております

ので、相当検討が進んでいるのではないかと思い

ます。そこで質問でありますが、工事契約におけ

る電子契約の導入について、現在どのような検討

が進められているのか伺いたいと思います。 

●北川管財部長  工事契約におけます電子契約

の導入の検討状況についてお答えをいたします。 

電子契約の導入につきましては、現在、内部

でプロジェクトを立ち上げて検討しているところ

でございます。具体的には、他都市の導入状況や

手法の調査、事業者側の負担、また、多岐にわた
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る規定などの改正の要否など、課題の整理を進め

ているところでございます。 

●ふじわら広昭委員  １年５か月かかってその

程度だとすれば、なかなか検討するのに時間をか

けているというふうにしか理解ができないわけで

すね。再質問いたしますけれども、やはり工事契

約における電子契約については、先ほども述べた

とおり、双方にメリットがあるわけであります。

特に、札幌市では、化石燃料からクリーンエネル

ギーに転換し、脱炭素社会を構築するＧＸ、グ

リーントランスフォーメーションを推進しており

ますので、ＣＯ２の削減やペーパーレスといった

観点からも電子契約は有効であると考えます。 

また、札幌市では、ＤＸ、デジタルトランス

フォーメーションを推進し、行政サービスの徹底

的なデジタル化を目指しておりますので、デジタ

ル化による業務の効率化や企業の利便性向上など

の面からメリットがあると思います。 

工事契約における電子契約については、先ほ

ど述べたとおり、国やほかの自治体でも既に導入

されており、お手本となる事例があるわけで、札

幌市で導入できないはずがありません。 

そこで質問ですが、工事契約における電子契

約については、ＣＯ２の削減や業務の効率化な

ど、札幌市にとっての重点的な施策につながる取

組でもありますので、早急に導入すべきと考えま

すが、いかがか伺います。 

●北川管財部長  工事契約におけます電子契約

の早期導入についてお答えをいたします。 

電子契約の導入により、事業者の来庁する負

担の軽減や、職員の事務効率化につながる効果は

大きいものと認識しております。 

札幌市全体の情報インフラやネットワークセ

キュリティーの整備状況に合わせまして、引き続

き検討を進めてまいりたいと考えてございます。 

●ふじわら広昭委員  札幌市のイントラネット

とか、そういう話をしましたけども、私も議会の

中で札幌市の基幹システムの問題について、この

間取り上げてまいりましたけれども、今、国が一

元化をしようとしている、特に政令市のような大

都市は、令和７年度じゃなくて令和９年度末まで

にそれを整備するようにという変更が出されてい

るわけです。 

しかし、やはり、こういう双方にメリットが

あるものについて、その３年後もしくは４年後に

なるイントラネットの整備に合わせるということ

は、私はちょっといかがなものかというふうに思

うんです。やはり、多少お金がかかっても、そう

したシステムを今、先行すれば、そんなに時間が

かからないで立ち上がれるわけです。そして、ま

た、そういう国の一元化したパッケージの基幹シ

ステムのときには、もうゴールが分かっているわ

けですから、それに合わせた対策をしていくべき

だというふうに思うんですけども、もう少し早く

実施するということはできないんでしょうか。改

めて伺いたいと思います。 

●北川管財部長  改めて、導入時期についての

ご質問でございました。 

電子契約の導入に関しましては、電子証明書

のやり取りが伴うといったことから、札幌市全体

のネットワークセキュリティーの整備状況と合わ

せていく必要があるものと認識をしてございます。 

現在進められております札幌市の情報インフラ整

備を踏まえまして、できるだけ早期に導入できる

ように、検討を進めてまいりたいと考えてござい

ます。 

●ふじわら広昭委員  札幌市の基幹システムの

イントラネットの整備と、同時ということではな

くて、それに先立って導入していただきたいとい

うことを、強く求めておきたいと思います。 

この点の要望でありますけれども、いろいろ

業界の方にもお伺いをしてまいりました。そうす

ると、工事契約などの書類の持参回数は、一つの

工事につき、契約書交付、契約書提出、受渡し、

請求の、最低でも３往復が必要だというふうに言

われております。 

標準的な工事のパターンで、設計変更が２回

程度あることから、工事１件につき７往復が必要
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となり、受注件数が年間仮に10件ある会社の場合

は、年間70往復する計算となるわけであります。 

会社では、特に入札繁忙期などにおいては、

こうした対応に人員が割かれ、人材確保が難しい

状況も重なり、対応に苦慮していると聞いている

わけであります。電子契約については、こうした

実態も十分に認識されて、時間をかけずに導入す

ることを強く求めておきたいと思います。 

次は、大きな項目の５項目め、設計変更につ

いてです。 

１点目の質問は、設計変更の取扱いについて

です。私は、札幌市発注工事における設計変更の

取扱いについて、昨年の決算特別委員会において、

設計変更を行う場合における施工の中止に係る手

続について質問いたしました。 

これに対し、工事管理室長から、札幌市工事

施行規程において、工事設計変更を行う場合、変

更に関わる範囲の工事を一時中止させ、契約内容

の変更手続を終えた後でなければ受注者は施工す

ることができないと定めているとの答弁がありま

した。一方、2021年10月策定の札幌市請負工事設

計変更等ガイドラインでは、設計変更に伴う契約

変更の手続は、その必要が生じた都度、遅滞なく

行うものとすると記載されております。 

また、当ガイドラインでは、発注者は工事の

施工を中止させた場合において、必要があると認

められるときは、請負代金額または工期を変更し、

一時中止に伴う増加費用を負担しなければならな

いと定められているわけであります。 

しかし、現状では、設計変更を行う場合、正

式な形で工事を中止する措置を取らず、設計変更

の手続期間のような形で何日も工事を止めている

事例が多いと聞いております。 

また、受注者は、工事を止められている期間

において、例えば現場で使用しているクレーンな

どの重機の待機費用、そして敷鉄板などの仮設費、

労務者や技術職員を保持するために必要な経費が

増加しますが、正式な工事中止の措置が取られて

いないために、これらの経費を請求できない状況

になっているのが実態であります。 

設計変更の都度このような運用がされれば、

受注者にとっては大きな不利益を被ることになり

ます。 

札幌市工事施行規程第22条では、工事主任は

工事の施工中において、設計変更、工期変更、そ

のほか、契約書または施行伺をもって定めた事項

の変更を行う場合にあっては、契約内容の変更の

手続を終えた後でなければ請負人に施工させるこ

とができないと記載されており、先ほど申し上げ

ましたが、室長の答弁では、工事施行規程には、

一定の範囲の工事を一時中止させるという文言は、

この規程の中には一つも見当たらないわけです。

それは、前回の答弁のときもそうだったと思うん

ですけど、いわゆる解釈論で、そうしたことを役

所の側は行っているわけですけども、議会や、事

業者や市民が見たときに、契約の約款があって、

その下に規程があって、ガイドラインがあるんで

すけども、約款とガイドラインにはそうしたもの

らしきものが書いてありますけれども、契約の施

行規程の中には、一字一句、そうした工事を一時

中断しなければならないというようなことが書か

れていないんです。これは、お金のかからないこ

とですから、内部で早急に判断していただいて、

来年の４月から、新年度から簡単にできると思う

わけであります。 

まず、そうした視点に立って質問いたします

けれども、設計変更を行う場合の中止または一時

中止については、工事施行規程と請負工事設計変

更等ガイドラインの整合性を図るよう、早急に見

直すべきと考えますが、いかがか伺います。 

また、設計変更が生じ、工事の中止または一

時中止を行う場合には、速やかに手続を行うとと

もに、それに伴う増加費用などについて、受注者

からの請求にきちんと対応するよう、工事施行規

程、請負工事設計変更等ガイドラインに基づいた

取扱いを行うよう、関係発注部局に周知を徹底し

ていくべきと考えますがいかがか、まず伺いたい

と思います。 
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●高桑工事管理室長  まず、設計変更を行う場

合の中止または一時中止に関する札幌市工事施行

規程と、請負工事設計変更等ガイドライン、この

二つの整合性についてお答えをいたします。 

施行規程は、工事等の施工に関して基本的な

事項を定めているものであり、その中で設計変更

を行う場合は、急を有するもの、または変更が軽

易なものを除き、契約変更の手続を終えた後でな

ければ受注者に施工させることができないとして

いるところでございます。 

それを受けて、ガイドラインでは、設計変更

及び工事の一時中止に係る手続等を示しているも

のでございまして、受注者に施工させることがで

きない事柄について、すなわち中止対象となる工

事の内容や区域等を通知することとしているとこ

ろでございます。 

したがって、施行規程とガイドラインにおい

て、設計変更の取扱いについての整合性は図られ

ているものと認識しているところでございます。 

次に、設計変更に関わる関係発注部局への周

知徹底についてお答えをいたします。 

設計変更に関わる手続については、施行規程

やガイドラインに基づいた取扱いを行うよう、会

議などにより関係部局に周知し認識の共有を図っ

ているところでございまして、今後も内部研修を

行うなど、引き続き周知徹底を図ってまいりたい

と考えてございます。 

●ふじわら広昭委員  全く現場の実情を踏まえ

ていない答弁だと思います。 

先般、管財部のほうから、令和５年度におけ

る工事や業務の設計変更の内訳という資料を提出

いただきました。室長もご承知のとおり、当初設

計額の20％以内の設計変更と、20％を超える設計

変更と、あるいは1,000万以内の設計変更、ある

いは1,000万円を超える設計変更とありますけれ

ども、やはり1,000万円以上、あるいは20％を超

えるというものは、提出いただいた資料では、

20％超えのものは39件、5.6％、1,000万円超のも

のは106件、15.3％となっております。 

それ以外は、それぞれ80％以上90％台となっ

ているわけでありますけれども、先ほども申し上

げましたように、いわゆる現場の中では、正式な

形で工事を中止する措置を取らず、設計変更の手

続期間のような形で、何日も工事を止められてい

るんです。ですから、実際に受注者が設計変更に

伴う不利益を被った負担を求めても、それを認め

ていないんです。それを、できないのであれば、

今日、監査事務局もいますので、特別監査を、建

設局や水道局、下水道局で実態を調べてもらうし

かないんですけども、工事管理室長、もう少し

ちゃんと実態を踏まえた答弁というのはできませ

んか。 

それによって、改めて今日は、監査事務局に

今申し上げたことを正式に要請をしたいと思いま

すけども、いかがですか。 

●高桑工事管理室長  施行規程には、確かに、

ご指摘のとおり、中止という文言は記されており

ませんが、繰り返しになりますけれども、それを

意味するところの受注者に施工させることができ

ないと表現されております。 

これら二つについては、双方とも同じ意味と

して運用し、これまで行ってきているところでご

ざいます。 

委員からご指摘いただいております、中止と

いう文言がなければ、先ほど、文言の曖昧さがあ

るということで、誤解を招くという指摘でござい

ますけれども、これまで運用している中で、そう

した声は特段受けていなかったんですけど、今の

ご指摘を踏まえて、改めて発注部局等に確認しな

がら、必要に応じて見直しを行うなど、今後も適

正に対応できるよう取り組んでまいりたいと、こ

のように考えてございます。 

●ふじわら広昭委員  この関係の質問はこの程

度にしますけれども、今月中に水道局、下水道局、

建設局のそうしたことが、工事を一度、中止なり

中断をした場合、設計変更に応じていない件数と

いうものを出していただきたいと思います。 

今月中に持ってこなければ、改めて監査事務
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局に新年度特別監査を求めて、今申し上げた発注

部局の設計変更に関わる取組をしっかりと調査を

してもらいたいと思いますけど、よろしいです

か、室長。 

●高桑工事管理室長  委員ご指摘の調査につい

ては、しっかりと対応してまいりたいと考えてご

ざいます。 

●ふじわら広昭委員  それでは、今月中に資料

を提出いただきたいと思います。 

同じく２点目は、軽易な設計変更の上限額の

引上げについてです。 

札幌市では、北海道開発局や北海道と同様に

設計変更のガイドラインを策定していますが、ガ

イドラインの策定の目的は、受注者の施工の円滑

化と効率化でありますので、こうした工事現場へ

の負担や、非効率となる内容を改善していく必要

があると考えます。 

札幌市においても、設計変更のうち、変更見

込金額が請負代金額の20％以内で、かつ1,000万

円未満のものを軽易な設計変更と定め、設計変更

に伴う契約変更の手続を工期末に行うことができ

るとしております。 

しかし、軽易な設計変更に相当する扱いにつ

いては、北海道開発局では特に記載がなく、当初、

請負代金額の30％程度を目安としており、北海道

では、30％または4,000万円と記載されておりま

す。土木工事などの特性として、施工条件と実際

の現場の施工が合わないようなケースは多々あり

ますし、近年は資材や労務単価が急激に上昇して

いますので、軽易な設計変更の上限額を見直すこ

とは、発注部局や契約部局の職員にとっても事務

処理の負担軽減につながり、ひいては受注者の施

工の円滑化と効率化にもつながると考えておりま

す。 

昨年の決算特別委員会において、私は軽易な

設計変更の上限について、撤廃や引上げを行うな

ど、早急に見直しを図るべきと質問をしました。 

これに対して管財部長からは、軽易な設計変

更の上限額は、工事の円滑な施工を確保する観点

から適切に設定する必要があると認識している、

また、昨今の資材価格の高騰や設計労務単価の引

上げの状況を踏まえ、国や他都市の動向を注視し

ながら、適切な上限額の設定について今後検討し

ていくとの答弁がありました。 

そこで質問ですが、昨今の資材価格の高騰や

設計労務単価の上昇などを踏まえると、簡易な設

計変更の条件について早急に引き上げるよう見直

しを図るべきと考えますが、どのような内容で、

いつから見直す考えなのか、改めて伺いたいと思

います。 

●北川管財部長  簡易な設計変更の上限の引上

げについてお答えをいたします。 

昨今の資材価格の高騰や設計労務単価の引上

げ、本市における設計変更の内容を踏まえ検討し

た結果、現在、20％以内かつ1,000万円未満とし

ている事前着手が可能な設計変更の範囲につきま

して、令和７年４月１日以降、全ての案件につい

て、20％以内かつ3,000万円未満とすることとし

て準備を進めているところでございます。 

●ふじわら広昭委員  この件の要望を申し上げ

ておきたいと思います。 

今後も、こうした物価高騰などによっての影

響が出てまいりますので、適宜そこを見直して、

臨機応変に対応していただきたいと思います。 

次は、最後の大きな項目６項目めの、総合評

価落札方式の取組と発注部局との連携についてで

す。 

最初の質問は、試行実施と本格実施の質的な

違いなどについてです。 

私は、これまでも、総合評価落札方式につい

ては、公共工事の品質確保の観点からも重要であ

るとの理由から、その本格実施とさらなる拡大を

求めてきました。 

2022年の決算特別委員会において、アクショ

ンプラン作成の都度５％程度アップする拡大では

なく、中長期的な視点に立ち、例えば今後10年後

に、総合評価落札方式と成績重視型で、最低でも

70％程度の目標値を設定し、企業にもそのための
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準備をしていただくべきと申し上げてきました。 

こうした中、札幌市は、2023年12月に、公共

工事の品質確保として、工事成績点向上に向けた

インセンティブの強化やダンピング対策の強化を

図るなど、総合評価の本旨を軸に見直しを行い、

これまで17年にわたり試行実施してきた総合評価

落札方式を本格実施することにいたしました。 

一方、第２次札幌市まちづくり戦略ビジョ

ン・アクションプランでは、総合評価落札方式の

目標値として、工事の競争入札に占める割合を

2022年度の22％から、2027年度で25％としていま

すが、このアップ率は、前回のアクションプラン

と同様、５％にしかすぎません。 

そもそも、2016年度に総合評価落札方式の型

式を８種類に増やしてから長い期間経過しており、

十分定着しているにもかかわらず、なぜ今回の変

更点を加えてのタイミングで本格実施することと

したのか、また、試行実施から本格実施に切り替

えるのに非常に長い時間を要したのはなぜなのか、

甚だ疑問であります。対応が極めて遅いと思いま

す。 

そこで１点目の質問ですが、総合評価落札方

式の試行実施と本格実施の質的な違いは何なの

か、両者にどのような違いがあるのか、また、長

年の試行実施の取組について、これまで総括的な

評価をどのように行ってきたのか、評価内容と併

せて、まず伺いたいと思います。 

●北川管財部長  総合評価落札方式の試行実施

と本格実施の質的な違いについてお答えをいたし

ます。 

公共工事の品質確保の促進に関する法律の趣

旨に基づき検証を行いましたところ、試行実施に

おいては、技術力の要素よりも価格の要素の割合

が大きい落札結果となっていたと総括をしたとこ

ろでございます。 

このため、本格実施におきましては、より技

術力を評価する方法としたことに加え、工事等成

績に係る評価項目において、無段階インセンティ

ブ方式を採用して、さらなる品質確保や競争性を

高めたほか、入札価格が調査基準価格を下回った

場合に総合評価点を下げる制度を採用しまして、

ダンピング対策の強化を図ったところでございま

す。 

●ふじわら広昭委員  2005年に公共工事の品質

確保の促進に関する法律が制定されたことを受け

て、北海道開発局など国の機関では、2007年以降、

ほぼ全ての工事において総合評価落札方式が適用

されており、私はこれまで、札幌市においても、

総合評価落札方式の本格実施と拡大を図るよう求

めてきたところであります。 

結果として、国から約15年遅れて札幌市が本

格実施となりましたけれども、一方、競争入札に

占める総合評価落札方式の割合は、先ほども述べ

ましたように、2023年度における総合評価落札方

式の件数は約160件でありましたので、５年間で

アップということは、年間で１件から２件の増加

にすぎず、これでは、本格実施というにはあまり

にも程遠い状況であります。 

これまでの建設業界などからの陳情、私ども

や他の会派、そして、行政のほうにも陳情が、要

望が出されておりますけども、その中では、工事

価格のみによる入札は同額でのくじ引が多く、運

任せであるために、技術に優れた企業が疲弊し、

地域の担い手の確保が困難になるという指摘に加

え、工事価格と技術力は工事に品質確保を図る上

で最も重要であるので、現行の発注割合では、そ

の効果や恩恵を十分に発揮していないことから、

総合評価落札方式の拡大は不可欠として、品確法

の趣旨に基づき、その拡大に取り組んでいただき

たいという要望が、長年にわたって双方に出され

ていると思うわけであります。 

これは、各業界などが、品確法の制定以来、

企業としての評価を高める努力として、地域貢献

など様々な取組をしてきたことを考えると、ごく

当たり前の要望ではないかと思います。 

財政局は、これまでの議会において、総合評

価落札方式の拡大については、2022年度に実施し

た入札参加者アンケートにおいて、この方式を拡
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大するに慎重な意見が68％あり、それを尊重した

いという答弁でありました。 

当時の入札参加アンケートについては、Ａ等

級からＢ、Ｃ等級、約555社中240社から回答があ

り、回答率は43.2％と低い値でした。また、回答

があった企業の等級の内訳は、Ａ等級が131社、

Ｂ等級が67社、Ｃ等級４社、その他38社で、総合

評価落札方式の入札に参加していない企業も含ま

れておりました。 

私は、このアンケート自体は否定をしません

けれども、50％を割り込むような低い回答率で、

異なる等級の企業を一くくりにしたアンケートに

よる評価結果について、札幌市がこの拡大の是非

を判断していくことは極めて信頼に欠けるものだ

ということを指摘したところであります。 

札幌市は、本格実施することといたしました

けれども、札幌市まちづくり戦略ビジョン・アク

ションプランにおける目標値である競争入札に占

める総合評価落札方式の割合を見ても、2027年度

に25％とした根拠も定かではなく、同方式を拡大

していく姿勢が全く見られません。 

私は、これまでも、総合評価落札方式につい

ては、札幌市も北海道開発局や北海道のように拡

大を図ることを求めてきましたが、いまだ運頼み

のくじ引落札が多数を占めております。 

くじ引を避けるために、2022年度から試行導

入した市況連動型についても、業界からの反対の

声が多いことなどを理由に新年度から中止すると

のことですが、その点についてもきちんと分析を

し、内外ともに説明責任を果たすべきではないか

と思います。 

こういった事例を見ると、工事の発注、契約

などについては、これまで、あるとき、単にアン

ケートなどに頼り、札幌市の中で十分な検討がさ

れていないような感じがいたします。 

そこで２点目の質問ですが、総合評価落札方

式の取組については、工事の品質確保はもちろ

ん、建設業の健全な発展のため、総合評価落札方

式をより有効なものになるよう、アクションプラ

ンの目標値の変更、他の部局でもサマープレ

ビューという形でアクションプランには盛り込ま

れなかった、盛り込まれているけどもさらにレベ

ルアップを図るという、こうしたことが、しっか

りと取組内容を見直すべきではないか伺いたいと

思います。 

●北川管財部長  総合評価落札方式の取組内容

の見直しについてお答えをいたします。 

まずは、アクションプラン2023にて数値目標

25％を掲げていることから、その目標達成に向け

て、意欲的に総合評価方式の活用に取り組んでま

いりたいと考えてございます。 

なお、継続的に総合評価方式の活用の取組を

進めることによりまして、数値目標25％を超えた

成果を出すこともあり得るものと認識をしてござ

います。 

今後も様々な社会経済情勢の変化に対応でき

るよう、常に、入札契約制度について不断の見直

しを検討してまいりたいと考えてございます。 

●ふじわら広昭委員  最後の質問になりますけ

れども、私どもも、北海道開発局のように全てを

総合評価落札方式にすべきだとは言っておりませ

ん。 

やはり、Ａ１、Ａ２だけではなくて、Ｂクラ

スのところも一部、総合評価を導入していますけ

ども、まだまだ様々な技術者の確保とか、資格の

取得などに時間がかかるわけでありますので、そ

うしたことを、まず理解をしていただきたいとい

うふうに思います。 

例えば、北海道開発局では、2005年の品確法

の施行を受けて、2007年から総合評価落札方式を

100％実施するとともに、2009年に施工効率向上

プロジェクトを立ち上げ、契約部局と発注部局が

しっかりと連携して、人材の確保・育成や施工の

効率化のほか、事業の経営安定化などにつながる

様々な取組を実施しており、着実に工事の品質確

保につなげていると思います。 

先ほども述べましたが、札幌市でも、単に業

界のアンケートだけ行うだけではなくて、北海道



 

- 28 - 

開発局の取組などを参考に、札幌市としても将来

にわたり市民の安全・安心な暮らしを確保するた

め、どのような政策によって建設業を持続可能な

産業として発展をさせていくのかということにつ

いて協議するため、契約部局と発注部局による定

期的な会議体を設けるなどして、連携をしてしっ

かりと検討すべきだと考えます。 

また、建設業は、昨今の急激な資材高騰や人

材不足などといった喫緊の課題を抱えていますの

で、そこから導き出した有効な取組については速

やかに実施していくことも重要であります。 

そこで、最後の質問でありますけれども、今

後は建設局をはじめとして発注部局との課題を共

有し、札幌市の工事の発注や、入札・契約の考え

方や制度設計の妥当性、建設業界の受け止め方な

どを明らかにし、スピード感を持って建設業の持

続可能化や発展に向けた取組を進めるべきと考え

ますが、いかがか伺いたいと思います。 

●北川管財部長  建設業の持続可能化や発展に

向けた取組についてお答えをいたします。 

これまでも、発注部局や業界団体との情報共

有、意見交換をしながら積極的に取組を進めてき

たところでございます。 

これからも、さっぽろ建設産業活性化プラン

に掲げる持続可能で発展的な建設業の活性化のた

めに、入札契約部門としても不断の取組を続けて

いきたいというふうに考えているところでござい

ます。 

●ふじわら広昭委員  答弁としては、何か意味

不明の内容でありますけれども、ぜひとも、今後

の札幌市における災害や、インフラ設備をしっか

りと維持していくため、地元の業界が存続できる

ようにしていかなければならないと思います。 

私どもの会派に寄せられている業界からの声

の中には、例えば、札幌市の入札に参加している

わけでありますけども、今後、何を目標に会社を

経営していくか、従業員をどう配置していくか、

資機材の更新はどうしていくのかといった課題に

直面しているけども、こうした支援策と言えるも

のが何一つもありませんという声が寄せられてお

ります。 

また、最近の入札実態の例ですけども、これ

は早期発注の関係で２月13日から２月19日の間に

行われた舗装工種で、３件の工事の入札参加者数

は、１件について31社、２件目は34社、３件目は

39社によるくじ引であった、こうしたのが実態で

あります。 

こうした結果を見ても、工事の入札で受注で

きる可能性は極めて低いと判断することになり、

もはや経営計画を立てるという次元ではないとい

う声も寄せられているわけであります。 

優秀な技術者が育ち、また、施工能力が高く

なって、それも生かす道が閉ざされているのが札

幌市の工事入札の実態ではないかと思います。 

最近の工事の入札では、都市部での交通量の

多い道路や人通りの多い区間、複雑化し時間を要

するものなどはあえて入札に参加しないといった

傾向があります。 

このような傾向が続きますと、入札不調は当

然ながら増加傾向となり、札幌市の建設業を支え

る担い手を失うことにもなるわけであります。 

ぜひとも財政局は、建設局、下水道河川局、

水道局などの発注部局の意見を十分に取り入れる

ことが重要であり、先ほど前段の会派の方々のや

り取りの中でも、財政部長は予算原局が判断をし

てやってほしいということでありますので、ぜひ

とも財政局の中の管財部ではありますけれども、

こうしたサマープレビューなども受けて、しっか

りと総合評価の拡大に向けた取組を議論していた

だくことを強く求めて質問を終わります。 

●村山拓司委員長  以上で、歳入のうち、一般

財源等の質疑を終了いたします。 

次に、第１款 議会費 第１項 議会費の質

疑を行いますが、通告がありませんので、質疑を

終了いたします。 

次に、第２款 総務費 第４項 選挙費の質

疑を行います。 

●たけのうち有美委員  私からは、選挙支援が
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必要な方への対応について伺います。 

まず、選挙支援カードの評価について伺いま

す。選挙支援カードとは、投票所内での付添いや

投票用紙の記入など、投票に関して支援を必要と

する方が支援してほしい内容を記載して、投票所

の従事者に渡す用紙のことです。口頭による申出

が困難な方にとって、自分が支援してほしいこと

をスムーズに伝えられる有効な手段の一つとされ

ています。 

札幌市では、この選挙支援カードを2019年の

統一自治体選挙から活用しています。他の政令指

定都市では、近年導入した自治体が増えてはきて

いるものの、いまだ全ての政令指定都市で採用さ

れているわけではない中で、本市はいち早く選挙

の場面における合理的配慮を実施してきたと言え

ます。 

私は、この先進的な取組をかねてから注目し

ており、2022年の第１回定例市議会予算特別委員

会で、より多くの方に利用してもらえるよう幅広

い周知を求めたところです。 

先月、札幌市と各区の選挙管理委員会の協力

のもと知的障がい者を支援する団体が行った、せ

んきょを学ぶ会においても、選挙支援カードが使

われたと聞いています。せんきょを学ぶ会とは、

知的障がいのある方が、実際の選挙機材を用いた

模擬投票を通じて、選挙に行けるという自信を持

つことを目的としたものであり、そこでの選挙支

援カードの利用は、参加者にとって本番に向けた

実践練習になったことに加え、選挙管理委員会に

とっても、使用後の感想を聞くよい機会になった

のではないかと思います。 

そこで質問ですが、選挙支援カードが、せん

きょを学ぶ会の参加者からどのような評価を受け

たのか伺います。 

●深井選挙管理委員会事務局長  選挙支援カー

ドの評価についてお答えをいたします。 

せんきょを学ぶ会の模擬投票には24名の方が

参加をして、このうち８名が選挙支援カードを利

用いたしました。 

利用された方は、手伝ってほしいことを支援

カードで伝えられたことによりまして、その後の、

投票も円滑に進められたというところでございま

す。 

実施後のアンケートにおきましても、ご回答

いただいたほとんどの方が、分かりやすい、使い

やすいと答えていたほか、本番の選挙でも使いた

いということで、支援カードを持ち帰られる方も

いらっしゃいましたことから、一定の評価を得ら

れたものと認識をしております。 

●たけのうち有美委員  取組を注目してきた１

人として、せんきょを学ぶ会の参加者から一定の

評価が得られたことは評価したいと思います。 

この選挙支援カードは、障がいがある方も含

めて、必要な支援について、口頭での申出が困難

な方が使えるツールです。より使いやすいものと

なるよう、障がい者の支援団体等との意見交換は

もちろんですけれども、選挙支援カードを必要と

する全ての方に情報が届くよう、さらなる周知に

努めていただきたいと思います。 

次に、代理投票について伺います。先ほどの

質問で触れた、せんきょを学ぶ会の開催後に、主

催団体の方とお会いする機会がありました。今後

に向けた課題などをお聞きしたところ、字を書く

のが難しい方が投票に当たってどのような支援を

受けられるのか、実はあまり知られていないので

はないかというお話をお聞きしました。公職選挙

法では、そのような方のために代理投票という制

度が設けられていますが、それがどのようなもの

なのか、例えば誰が代理をするのか、事前の申出

が必要なのかといったことが、いま一つ理解され

ていないようです。 

そこで質問ですが、代理投票の概要について

伺います。 

●深井選挙管理委員会事務局長  代理投票の概

要についてお答えをいたします。 

代理投票とは、障がいや病気、けがなどによ

り自ら投票用紙に記入することが難しい場合に、

投票所の従事者が代理で記載をする制度でござい
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ます。 

具体的には、従事者から２名を補助者に定め

まして、選挙人本人の意思を確認いたしまして、

そのうち１人が投票用紙に候補者名などを記載し、

別の１人がそれに立ち会いまして、記載に誤りが

ないことを確認するものでございます。 

代理投票は、誰が誰に投票したか分からない

方法で行ういわゆる秘密投票の原則の例外として

公職選挙法に規定をされておりまして、選挙の公

正な実施を確保するために、投票所の従事者以外、

例えば保護者ですとか介護者、付添人は、補助者

になることはできません。 

代理投票を利用されたい場合は、投票所の受

付におきまして、代わりに書いてもらいたいなど、

代理投票を希望する旨を口頭で申し入れていただ

ければよく、事前申請などは必要ございません。 

また、先ほど質問にございました選挙支援

カードにより申出いただくこともできるものでご

ざいます。 

●たけのうち有美委員  代理投票が厳正な制度

である一方で、申出の負担はそれほど大きくない

ことが分かりました。これまで字を書くのが難し

いことを理由に投票を諦めていた方も、代理投票

によって選挙権を行使することが可能となります

し、病気やけがなどをしてしまって必要になる方

もいらっしゃると思います。 

札幌市選挙管理委員会の公式ホームページで

代理投票がどのように紹介されているか見たとこ

ろ、選挙に関する質問をまとめた選挙ＦＡＱの回

答の一つとして触れられてはいたものの、制度を

詳しく紹介するページは見当たりませんでした。

どんなにすばらしい制度でも、利用されなければ

意味がありません。 

そこで質問ですが、選挙管理委員会において

代理投票をより積極的に周知すべきと考えます

が、いかがか伺います。 

●深井選挙管理委員会事務局長  代理投票の周

知についてお答えをいたします。 

今年の夏には参議院議員通常選挙が予定をさ

れているところであります。 

できるだけ多くの方に代理投票を知っていた

だきますよう、早急に選挙管理委員会のホーム

ページですとかＳＮＳを更新いたしまして、代理

投票の概要や利用方法を周知するほか、選挙が近

くなりましたら、広報さっぽろでの周知も予定を

しているところでございます。 

さらに、障がい者支援団体の協力も得ながら、

団体の会員などへの周知を図るほか、投票所の受

付に利用方法を分かりやすく表示するなど、きめ

細やかな対応を考えているところでございます。 

今後も様々な手法を活用いたしまして、支援

を必要とする方に寄り添った周知に努めてまいり

たいと考えております。 

●たけのうち有美委員  繰り返しになりますけ

れども、支援制度が利用されるためには、支援を

必要とする方にきちんと情報が届けられることが

何よりも大切です。代理投票も選挙支援カードも、

まだまだ潜在的なニーズがあると思います。引き

続き、障がい者の支援団体等も含めて、必要とさ

れる方々に周知を図っていただきたいです。 

広報のツールの一つである札幌市選挙管理委

員会の公式アカウントである、めいすいくんのつ

ぶやき札幌市選管というのがありますが、私もこ

ちらをフォローさせていただいております。選挙

がなくても、何とか２週間に一度の投稿をしっか

りとされていることは承知をしています。これら

のＳＮＳが広報の全てではないとは思いますけれ

ども、ＳＮＳも含めて、必要な方にきちんと情報

が届くよう、また、投票に自分は行けないなと思

われていた方が、この制度を使えば投票ができる

んだということを知ってもらえるように、タイミ

ング、それから見せ方などを工夫するなど、取組

を強化していただくよう求めまして、私からの質

問を終わります。 

●坂元みちたか委員  私からは、一つだけ質問

させていただきます。 

選挙運動費用の上限額の見直しについての質

問です。昨今の物価上昇と深刻な人不足、それに
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伴う賃金上昇により、現在、世の中全体で、人の

確保が極めて困難になっております。 

私ども市議会議員の選挙運動においては、人

件費の支払い上限、公費負担の限度額は、条例や

規程により定められており、例えば車上運動員の

報酬額は日額１万5,000円、選挙運動用の自動車

運転手雇用に係る公費負担の上限額は日額１万

2,500円とされております。私は、この金額が昨

今の賃金の上昇や物価の高騰に見合ったものか、

少々疑問に感じるところであります。 

そこで質問ですが、条例などで定められてい

る選挙運動に係る報酬の支払限度額や人件費の公

費負担の限度額を、賃金や物価の動向を踏まえた

金額に見直すべきだと考えますが、いかがか伺い

ます。 

●深井選挙管理委員会事務局長  選挙運動費用

の上限額の見直しについてお答えをいたします。 

札幌市議会議員の選挙における、選挙運動に

従事する者への報酬の支給上限額ですとか選挙運

動用自動車運転手の公費負担限度額は、公職選挙

法施行令の基準額に準じて条例等で定めていると

ころでございます。 

この基準額につきましては、３年に一度、参

議院議員通常選挙が行われる年に、人件費ですと

か物価の変動を考慮して、定例的に見直しが行わ

れてきたところであります。今年はその改正年に

当たりますことから、国の動向を注視してまいり

たいと考えております。 

●坂元みちたか委員  ご答弁ありがとうござい

ます。まさに今年が見直しの年ということで理解

をいたしました。 

昨今、本当に、人を集める商いをされている

方は、人が集まらないんだということを本当にお

話しされております。我々のこの選挙は２年先で

ございますが、もしかして、ちょっと人を集めら

れないんじゃないかなという思いもあるところで

ございます。 

選挙といいますのは、おのおの候補者という

のはいろんな状況があります。既にたくさんの支

援者がいる方、支援団体がいらっしゃる方、ある

いは、これから何か挑戦をしようと思っている

方、これから挑戦をしようと思っている方には、

やっぱり人の確保というのが重大な問題だと思い

ます。広く、たくさんの方がエントリーできるよ

うな選挙制度、そして公費負担、あるいは上限

額、こういったものを、今年はちょうど改選の年

でございますので、先々を見据えて、マージンと

いいますか、余力を持った金額設定をしていただ

きたいということを要望いたしまして、私の質問

を終わります。 

●村山拓司委員長  以上で、第４項 選挙費の

質疑を終了いたします。 

最後に、第５項 人事委員会費及び第６項 

監査委員費の質疑を行いますが、いずれも通告が

ありませんので、質疑を終了いたします。 

以上で、本日の質疑を終了いたします。 

次回の委員会ですが、３月５日水曜日午後１

時から、消防局及び危機管理局関係の質疑を行い

ますので、定刻までにご参集ください。 

 本日は、これをもちまして、散会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      散 会 午後３時15分 


